
2023 年度 立教大学経済学部開設 100 周年記念奨学金 奨学生募集要項 
 

本奨学金は、経済学部開設 100 周年を記念して設立された奨学金で、将来性のある経済学部学生の研究奨

励を目的として、優れた論文提出者に対し支給するものです。 
 

出願資格  経済学部学生 
 

＜出願資格に関する注意事項＞ 
⑴ 出願時に休学している学生は出願できません。また、出願後に休学した学生は審査対象から外

します。 
⑵ ２年連続して受給することはできません。 
⑶ 他の奨学金との併給は可能です。 
⑷ 日本政府（文部科学省）奨学金を受給している国費外国人留学生は出願できません。その他、

外国人留学生で奨学金を受給、出願している学生は、併給条件を確認してください。併給条件が
わからない場合は国際センターに確認してください。 

 

奨学金額   最優秀者（１名）年額 30 万円（給与） 

優 秀 者（２名）年額 20 万円（給与） 

※いずれも支給は１年間です。 
 

論文題目   広く経済に関するテーマを自ら設定してください。 
 

出願書類等  １ 経済学部開設 100 周年記念奨学金応募論文 5 部 
※A4 判用紙にワープロを使用して、横書きで、注を含め 12,000 字以内（表紙、目次、図表、

引用文献一覧を除く）で作成してください。また、論文の最後に字数を記載してください。 
※表紙に「経済学部開設 100 周年記念奨学金応募論文」と明記し、論文題目、学生番号、氏名

を付してください。 
※学術論文としての体裁が整わず、引用注などが不十分な論文は、審査の対象から外すことがあ

るので注意してください。 
＜参考＞「Master of Writing」 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/activities/fd/cdshe.html#3 

※論文は単著とします。 
 

２ 応募論文の Microsoft-WORD 形式電子データ 

３ 同意書 
※本学所定の用紙（SPIRIT 奨学金ページから出力する場合は A4 判用紙に出力）に必要事項を

黒のボールペン（消えるボールペンの使用は不可）で記入し、押印してください。 
 

＜出願書類等に関する注意事項＞ 
⑴ いったん提出した出願書類等は返却しません。 
⑵ 不備や不足がある場合は受け付けできませんので、出願にあたっては、不備や不足のないよう

十分確認してください。 
 

出願期間  2023 年 11 月 7 日（火）～11 月 13 日（月） 
 

出願方法 【出願書類等１及び３】 

以下の１又は２いずれかの方法で提出してください。 

１ 次の窓口に提出する。 

＜池袋キャンパス＞5 号館 1 階 学生課奨学金窓口 

        ※提出は窓口開設時間内に限ります。出願期間を過ぎた場合は一切受け付けません。 
 

２ 次の送付先に郵送する。 

＜送付先＞〒171-8501 東京都豊島区西池袋 3-34-1 

             立教大学学生課 経済学部 100 周年記念奨学金係 
※簡易書留で郵送してください。 

        ※出願期間最終日の消印有効。消印が出願最終日を過ぎている場合は、一切受け付けません。 
 

 【出願書類等２】 

｢出願期間」内に、学生課奨学金担当宛（scholarship@rikkyo.ac.jp）に、件名を「経済学部

100 周年記念奨学金論文」として、Email 添付で送信してください。 

http://www.rikkyo.ac.jp/about/activities/fd/cdshe.html#3


選考について  選考は提出された応募論文の審査に基づいて行います。 

ただし、必要に応じて面接を実施することがあります。面接実施の有無については、12 月 15

日（金）に池袋キャンパス奨学金掲示板（5 号館 1 階学生部内）に掲示します。なお、面接を実

施する場合は、土・日を含む 12 月中旬～下旬に行う予定です。 
 

採用発表  2024 年 1 月 22 日（月） 
※池袋キャンパス奨学金掲示板（5 号館 1 階学生部内）に、採用者の学生番号を掲示します。採用者
は採用手続きが必要となりますので、速やかに発表内容を確認してください。 

※最優秀者及び優秀者の論文（学部・学科・氏名を含む）は、大学ホームページ並びに本学が発行す
る学内誌等に掲載することにより外部に公表します。 

 

支 給 日  2024 年２月下旬（予定） 

※銀行振込により支給します。 

 

立教大学学生課奨学金担当  

（池袋）TEL 03-3985-2443 

 

出願書類に記載された情報は、奨学金業務及び奨学金広報業務のために利用し、その他の目的には利用しません。 

 


